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１．計画期間 

第１次公的基礎情報データベース整備改善計画（以下「本計画」という。）の計画期間は、本

計画の策定日から令和 12 年度末までとする。 

本計画は、各施策の取組状況を踏まえて見直しを行うものとし、必要に応じて随時、改定等を

行う。 

 

２．国の公的基礎情報データベースの整備及び改善に関する基本的な方針 

公的基礎情報データベース（ベース・レジストリ）とは、制度横断で多数の手続で参照される

データベースであって、整備により国民の利便性向上や行政運営の効率化に資するものをいう

（「「デジタル社会形成基本法」1及び「デジタル行政推進法」2）。 

具体的には、ベース・レジストリは、行政又は民間におけるサービスの共通基盤として利活用

すべき又は利活用可能なデータ群であって、行政機関等が正当な権限に基づいて収集し、正確性

や完全性の観点から信頼できる情報を基にした、最新性、標準適合性、可用性等の品質を満たす

ものである。「デジタル行政推進法」において、政府は、国の行政機関等が保有する公的基礎情

報データベースの整備及びその利用を促進するための改善を総合的かつ計画的に実施するため、

その整備及び改善に関する計画を作成しなければならないとされている。 

「デジタル社会形成基本法」においても、行政手続に係る国民の利便性向上や行政運営の効率

化を実現する上で、ベース・レジストリの整備は重要とされている。過去、事業所のデータ整備

事業を中止した経緯もあるところ、実際のユースケースや国民・行政機関等のニーズを明らかに

するとともに、取組の実現可能性を精査した上で整備を進めることとする。 

くわえて、データベースの整備や運用には相応のコストがかかることに留意が必要である。仮

に、国民の利便性向上が達成されるとしても、整備に膨大なコストを要する場合、結果として、

国民負担が増大することにもつながりかねない。そのため、政策効果を定量的に明らかにし、費

用対効果を考慮しながら取り組むこととする。 

 

３．国の公的基礎情報データベースの整備及び改善の内容及び実施時期 

（１）法人ベース・レジストリ 

① 現状の課題 

現在、行政機関等の各手続においては、登記事項証明書（商業・法人）の添付や、法人

の名称、所在地等の基本情報に係る手続の重複等、手続ごとに国民がその取得に係る時間

等の負担が生じている。また、申請等を受け付ける行政機関等の職員において、目視確認

や事務処理等の負担が生じている。 

個別の法令に基づく行政機関への商業・法人に係る登記情報の提供については、現在は、

行政機関ごとに異なる方法で実施され、当該行政機関が個別で外字等のクレンジングを実

施しているなど、政府全体のシステムの効率化にも課題がある。くわえて、行政機関等が

所在地と一体で利用する郵便番号については、登記情報には含まれておらず、別途入手す

る必要がある。 

従前からも、一部、行政機関等への登記情報の提供を行っていたところ、これに代えて、

行政機関等が制度横断で利用できる法人ベース・レジストリ3を整備し、その利用を促進す

ることで、手続等に係る国民の利便性の向上及び行政運営の効率化を図る。 

 
 
1「令和３年法律第 35 号。 
2「「情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律」（平成 14 年法律第 151 号）。 
3「法人ベース・レジストリでは、登記された全ての法人に係る情報を取り扱う。 
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くわえて、法人ベース・レジストリの仕組みを利用することにより、商業・法人登記情

報以外にも、実質的支配者情報や許認可情報等の制度横断で多数の手続で参照される情報

を国の行政機関等で活用できるよう検討する。今後は、商業・法人登記情報以外にも、手

続等に係る国民の利便性の向上及び行政運営の効率化につながると考えられる情報につい

てベース・レジストリとして整備することが適当か、費用対効果も含め検討を行う。 

 

② 課題に対する対応策 

ベース・レジストリの整備及び改善に関する基本的な方針を踏まえ、実際のユースケー

スやニーズを明らかにしつつ、取組の実現可能性を精査した上で整備を進めるため、利用

目的・用途別に取組を具体化して推進するとともに、横断的な課題についての整理・検討

を行う。 

 

②-1 商業・法人登記関係データベース 

ア 利用目的・用途別の取組の推進 

(a) 添付書面の省略 【国民の利便性向上及び行政運営の効率化に関する取組】 

(i) 概要 

申請等4「において登記事項証明書の添付を求めている場合に、申請者が当該証明書を

添付する代わりに、行政機関等が当該証明書に係る登記情報を閲覧又は入手できる場合

には、当該証明書を添付することを要しないとするもの5。 

商業・法人に係る登記事項証明書の添付が必要な手続については、利用する行政機関

等における全ての手続において、登記事項証明書の添付省略を実現することを目指す。 

なお、現在、既に登記情報連携システムと連携している各行政機関のシステムについ

ては、法人ベース・レジストリ・システムへの切替えが必要である。切替えに当たって

は、これを機に、システムアーキテクチャや連携方式を見直すことが有用ではあるもの

の、①見直しには一定の検討期間が必要であること、②早期に切替えを達成することで

政府全体でのシステム経費の効率化が実現できる可能性があることから、まずは、令和

11 年度までの切替えを優先する。 

(ii) 政策効果 

５年で累計 88.9 億円（参考「政策効果」参照）。 

(iii) データベースの利用者 

手続等に係る法令に「登記事項証明書」の添付が明記されている手続等を実施する行

政機関等6。 

(iv) スケジュール 

＜整備＞ 

検索画面について、利用者目線で随時必要な改修を行う。 

＜利用促進＞ 

令和８年中に全ての地方公共団体における利用を可能とする。 

国の行政機関における GUI7「利用については、令和８年中に登記情報連携システムか

 
 
4「「デジタル行政推進法」第３条第８号に規定する「申請等」をいう。 
5「「デジタル行政推進法」第 11 条。 
6「ここでいう「行政機関等」とは「デジタル行政推進法」第３条第２号イ、ロ、ハ、ニ、ホ、ヘ、ト、チ及び裁判所を指す。 
7「Graphical「User「Interface。ウェブサイトなどの画面上のアイコンやボタン等を見ながら、ユーザーがマウスやタッチ操作等で直

感的に操作できるインターフェース。 
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らベース・レジストリの利用に切り替える。 

国の行政機関の API8「利用については、登記情報システムの次期更改までに切替えを

完了すべく、令和 11 年度までに全ての機関での切替えを完了する。 

具体的には、各システムを所管する国の行政機関において、別紙１にそれぞれ示す時

期までに運用開始することを目指す。 

こうした状況を踏まえ、地方公共団体に対し、条例等を根拠とした各手続において法

人ベース・レジストリが活用できることについて積極的に紹介し、活用事例を公表する

とともに、地方公共団体間の情報共有を進める。 

(v) 手続の例9 

供託の申請、供託物の払渡請求等の手続 

食品衛生営業許可申請等 

経営革新等支援機関等の認定等申請手続 

建設関連業者の登録申請における利便性向上 

 

(b) 申請項目の入力の省略 【国民の利便性向上及び行政運営の効率化に関する取組】 

(i) 概要 

電子申請を行う際、登記事項証明書と同一の内容の申請項目について、登記情報を連

携することによって行政機関の申請システム上にあらかじめ自動表示するもの（プレプ

リント）。これにより、申請者の入力負担の軽減や、行政職員が入力内容と登記情報を

突合する作業の削減を図る。また、申請時に正確なデータが入力されることにより、

様々な行政機関が保有するデータの品質も確保される。 

(ii) 政策効果 

５年で累計 1.8 億円（参考「政策効果」参照）。 

(iii) データベースの利用者 

行政機関及び手続等に係る法令に「登記事項証明書」の添付が明記されている手続等

を実施する独立行政法人等10。 

(iv) スケジュール 

＜整備＞ 

利用者目線で随時必要な改修を行う。 

＜利用促進＞ 

令和８年度中に、先行事例を創出した上で、利用が想定される行政機関に対し、当該

先行事例の共有等を行うことにより、横展開を図るとともに、法人ベース「・レジストリ「・

システムに連携するシステム数の拡大を目指す。 

(v) 手続の例 

公益認定の申請等の手続 

 

 
 
8「Application「Programming「Interface。異なるソフトウェアやデータベース、サービスの機能やデータをユーザーが意識すること

なく共有・連携するための仕組み。 
9「「「デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和６年６月 21 日閣議決定）」第５オンライン化を実施する行政手続の一覧等より引用。 
10「ここでいう「「行政機関」とは「「デジタル行政推進法」第３条第２号イ、ロ、ハを指す。ここでいう「「独立行政法人等」とは「「デジ

タル行政推進法」第３条第２号ニ、ホ、ヘ、ト、チを指す。 
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(c) 変更届出の省略 【国民の利便性向上及び行政運営の効率化に関する取組】 

(i) 概要 

法人に係る他の法令の規定により変更の届出を行わなければならない事項（名称、所

在地等）について、法人の登記が変更され、行政機関等がデータ連携によって当該変更

の登記に係るデータを入手した場合には、当該事項に関する変更の届出がなされたもの

とみなし、変更の届出を不要とする。これにより、国民が当該届出に要していた労力や

時間を削減し、審査を行う行政機関等の職員においても当該届出に係る審査時間の削減

を図る。 

(ii) 政策効果 

５年で累計 310.9 億円（参考「政策効果」参照）。 

(iii) データベースの利用者 

「デジタル行政推進法」第 12 条で定める特定法人事項変更届出として主務省令・法

務省令で規定されている手続等を実施する行政機関等11「及び公用請求の対象となる行

政機関等（(d)参照）。 

(iv) スケジュール 

＜整備＞ 

令和８年度中にデジタル庁において必要なシステム整備を完了する。 

＜利用促進＞ 

令和８年度は、「「食品衛生法」12に基づく営業許可・届出及び「「中小企業等経営強化法」
13に基づく認定経営革新等支援機関の認定制度における適用に向けて、必要なシステム

開発やこれを踏まえた利用の検討を行う。また、利用が想定される行政機関に対し、先

行事例の共有等を行うことにより、横展開を図るとともに、法人ベース「・レジストリ「・

システムに連携するシステム数の拡大を目指す。 

 

(d) データベースを利用した登記情報の確認 【行政運営の効率化に関する取組】 

(i) 概要 

登記情報に係る公的基礎情報データベースを参照又は利用することで、登記情報を確

認するもの。これにより、行政機関が、法務局に公用請求として、登記事項証明書を取

得すること等を不要とする。 

(ii) 政策効果 

５年で累計 46.2 億円（参考「政策効果」参照）。 

(iii) データベースの利用者 

公用請求の対象となる行政機関等14。 

(iv) スケジュール 

＜整備＞ 

利用者目線で随時必要な改修を行う。 

 
 
11「ここでいう「行政機関等」とは「デジタル行政推進法」第３条第２号イ、ロ、ハ、ニ、ホ、ヘ、ト、チを指す。 
12「昭和 22 年法律第 233 号。 
13「平成 11 年法律第 18 号。 
14「「公用請求の対象となる行政機関等」とは登記手数料令（昭和 24 年政令第 140 号）第 18 条に基づき公用請求の対象となる機関

及び裁判所を指す。 
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＜利用促進＞ 

令和７年度のサービス開始以降、順次地方公共団体の利用を拡充し、令和８年中に全

ての地方公共団体における利用を可能とし、国の行政機関における利用も順次拡充す

る。 

 

(e) 登記データセットの利用 【行政運営の効率化に関する取組】 

(i) 概要 

行政機関が、添付書面の省略、申請項目の入力の省略、変更届出の省略、データベー

スを利用した登記情報の確認のための利用以外に、所管省庁における業務に利用するた

め、登記情報システムから個別に抽出した登記情報に係る特定の異動情報等（登記デー

タセット）の提供を受けて、これを利用することを指す。商業・法人登記については、

法人番号の管理や保険制度の加入促進等の業務で利用されている。 

現在は、行政機関ごとに、異なる方法で登記情報の提供を受けているところ、データ

提供機能やデータクレンジング機能を法人ベース・レジストリに一元化することによ

り、政府全体のシステムの効率化を図る。 

なお、現在、既に登記情報連携システムと連携している各行政機関のシステムについ

ては、法人ベース・レジストリ・システムへの切替えが必要である。切替えに当たって

は、これを機に、システムアーキテクチャや連携方式を見直すことが有用ではあるもの

の、①見直しには一定の検討期間が必要であること、②早期に切替えを達成することで

政府全体でのシステム経費の効率化が実現できる可能性があることから、まずは、令和

11 年度までの切替えを優先する。 

具体的には、各システムを所管する国の行政機関において、別紙１にそれぞれ示す時

期までに運用開始することを目指す。 

(ii) データベースの利用者 

行政機関。 

(iii) スケジュール 

＜整備＞ 

令和８年度中にデジタル庁において、サービス開始に必要なシステム整備を完了す

る。 

＜利用促進＞ 

登記情報システムの次期更改が稼動する令和 12 年度より前に切り替えるべく、令和

11 年度までの間に、接続先システムのシステム更改の時期を踏まえ、順次切替えを行

う。 

 

イ 横断的な課題の検討 

(a) 文字の標準化の検討 【国民の利便性向上及び行政運営の効率化に関する取組】 

現在の登記データの連携元システム（法務省システム）と連携先システム（各行政機

関等のシステム）は、システムの文字規格が異なるため、データを連携した際、画像フ

ァイルや「＿」（アンダーバー）等に置き換えられる文字（外字）が存在するほか、連携

先システムで登記データを変換・突合することができないケースがある。そのため、デ

ータを受け取った行政機関等において、目視確認が必要となり、負担となっている。 
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政府では、地方公共団体情報システムの統一・標準化を契機として、「氏名等」15に係

る文字の標準化を進めており、令和６年３月に「行政事務標準文字」を作成し、地方公

共団体に提供している。 

これらの動きも踏まえ、社会全体の効率化の観点から、文字の規格を統一すべく、登

記に用いられている文字についても、「行政事務標準文字」として整理していく必要があ

る。 

そのため、「登記統一文字」のうち、「行政事務標準文字」に含まれていない文字につ

いては、必要な調査を行った上で、「行政事務標準文字」への追加を検討していく必要が

あるところ、令和７年度においては、商業・法人登記情報のうち、現存する商号におい

て使用されている文字の調査を行い、245 文字を「行政事務標準文字」へ追加した。 

また、令和８年度以降に、現存する商号以外の登記事項において使用されている文字

について調査を行い、その結果等を踏まえ、「行政事務標準文字」への追加について必要

な対応を行う。 

 

(b) 費用負担の在り方と利用範囲 

ベース・レジストリは、今後のデジタル社会の基盤である。登記制度の安定的な整備・

運用と並行し、安定的な運用に向けて、他のベース・レジストリへの展開や将来的な行

政サービスの在り方も見据えて、国の行政機関の利用については、当該行政機関の負担

によって運用経費を賄うこととする。「「デジタル完結・自動化原則」16との関係性にも鑑

み、地方公共団体等の利用範囲・費用負担等について、継続的に検討を行う。 

 

(c) 民間利用 

あわせて、産業界等から要望が出されている民間利用については、必要となる具体的

なデータ項目を特定しつつ、登記制度等との関係、個人情報保護の観点を含めたデータ

ガバナンスの在り方、費用負担、関連サービスを提供する民間事業者への影響等、検討

が必要な論点の洗い出しを行う必要がある。 

制度的な検討に必要となる利用業務の特定や論点の洗い出しに必要な範囲で、令和９

年度において期間と対象者を限定した実証事業を行うことを目指し、令和８年度におい

ては、実証事業の内容について検討する。 

 

②-2 今後整備すべき情報の検討 

ア 全体像 

法人ベース・レジストリのうち、商業・法人登記関係データベースについては、令和

８年 12 月の開発をもって、当初計画した整備が完了するところ、今後の法人ベース・レ

ジストリの在り方を検討していく必要がある。 

商業・法人登記関係データベースについては、利用する行政機関等の業務運営が効率

化し、当該機関等に対して手続を行う法人等の利便性が向上するだけでなく、情報を所

管する法務省においても、公用請求が削減される等、制度所管省庁における行政運営の

効率化にもつながるものである。 

 
 
15「氏名／旧氏／通称、世帯主の氏名、本籍、筆頭者及び住所／方書（左記の情報を基に記録される他の項目も含む） 
16「「構造改革のためのデジタル原則」（2023 年９月 11 日更新）。 
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ベース・レジストリは、データを利用する行政機関等17、情報源の制度所管、手続等

を行う国民（法人）の三者の便益が一致することで、その推進が図られるため、今後

は、実質的支配者情報や許認可情報等について、以下の観点から、ベース・レジストリ

として整備することを検討することとし、関連するシステムの見直しを含めて検討を進

める。 

 

・ データの悉皆
しっかい

性18が重要であること 

・ 制度所管の情報提供コストの削減のインセンティブが存在すること 

・ 個別に仕組みを構築するよりも、法人ベース・レジストリの仕組みを活用すること

で、より効率的な整備が実施可能なもの 

 

くわえて、従前は、誰でも無料で利用可能なオープンデータか、行政内部で限定的に

提供するデータの２つの類型のみであったが、今後は、民間事業者のうち、（対価を前提

としつつ）特定の者に対して提供するデータという考え方も検討していく必要がある。 

今後、商業・法人登記情報以外の他のデータの取扱いを検討する上では、既存のデー

タ提供の仕組みとの役割分担も踏まえつつ、データの種別に応じて提供する仕組みも念

頭に置く必要がある。 

 

③ 関係行政機関の役割 

ア 法務省（情報源の制度所管） 

商業・法人登記制度を所管する行政機関として、登記事務の適正な処理を引き続き推

進するとともに、デジタル庁が管理するシステムからのリクエストに応じ随時、商業・

法人登記情報を提供する。デジタル庁が集約するデータを利用する行政機関からのデー

タ等に関する改善要望について、登記制度との整合性や費用負担にも留意しつつ、デジ

タル庁とともに対応を検討する。くわえて、登記情報システムの次期更改に向けては、

ベース・レジストリ・システムを前提に、効率的なデータ連携ができるよう、仕様等を

デジタル庁とともに、検討する。 

 

イ デジタル庁（データサービス提供者） 

法務省から提供を受けた商業・法人登記情報を基に、デジタル庁が管理するシステム

において、郵便番号等の必要なデータを付加し、住所等のデータの標準化に係る加工を

行った上で、ベース・レジストリとして整備し、行政機関等の求めに応じてデータ提供

する。法務省と協力し、サービス稼働状況等について、利用する行政機関に対しワンス

トップで情報提供を行うとともに、検索画面や API の仕様等、システムの利便性に関

し、継続的に改善を行う。また、データベースを利用する行政機関からのデータ等に関

する改善要望を集約し、法務省とともに対応を検討する。 

これらの取組により、様々な行政機関等が法人ベース・レジストリを利用して添付や

入力等を省略することを促進し、所要の政策効果の達成を目指す。 

くわえて、登記情報システムの次期更改に向けては、ベース・レジストリ・システム

を前提に、効率的なデータ連携ができるよう、仕様等を法務省とともに、検討する。 

 
 
17「ここでいう「行政機関等」とは「デジタル行政推進法」第３条第２号イ、ロ、ハ、ニ、ホ、ヘ、ト、チ及び裁判所を指す。 
18「（制度や事務の対象となる法人の）データが全て網羅されていること 
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ウ データベースを利用する行政機関等 

行政手続に係る国民の利便性向上や行政運営の効率化を図るため、「デジタル行政推進

法」第 20条第３項の趣旨を踏まえ、添付書面の省略や申請項目の入力の省略、変更届出

の省略等、法人ベース・レジストリを積極的に利用することに努める。また、政策効果

を最大限発揮するため、データベースを利用する行政機関は申請段階において法人番号

を確実にひも付けるよう努める。 

 

参考：ベース・レジストリ・システム・アーキテクチャ 

現状（令和８年４月～） 

 
今後のイメージ 

 
 

④ 実施時期 

商業・法人登記関係データベースに関して行う各施策の実施時期は、次のとおり。 

 



9 

  



10 

（２）不動産ベース・レジストリ 

① 現状の課題 

現在、行政機関等の手続においては、登記事項証明書を必要としているものが数多く存

在し、国民がその取得に係る時間等の負担が生じている。また、行政機関等においては、

手続等に係るもの以外にも、様々な業務遂行のために登記事項証明書を紙で取得しており、

負担が生じている。くわえて、行政機関等がデータで提供を受けた場合も、表記揺れ等に

より、データの利用に一定のハードルが存在する。 

そこで、様々な行政機関等が制度横断で利用できる不動産ベース・レジストリを整備し、

その利用を促進することで、手続等に係る国民の利便性の向上及び行政運営の効率化を図

る。 

また、現在、行政手続や行政事務の遂行のためには、登記事項証明書だけでなく、地図

情報及び各種図面情報等が必要な場合がある。地方公共団体との関係では、仮に、不動産

ベース・レジストリにおいて登記事項証明書に記載された情報がオンラインで確認・取得

できるようになったとしても、地図情報及び各種図面情報を引き続き紙で取得する必要が

生ずるのであれば、地図証明書又は図面証明書の公用請求の際に、登記事項証明書につい

てもあわせて公用請求を行う旨、９割の団体より回答を得ており、国民や行政職員の負担

軽減は限定的となる。よって、地図情報及び各種図面情報についてもあわせて整備を行う

必要がある。 

くわえて、土地所有等情報を適切に公開・提供する枠組みが未整備であることから、「外

国人の受入れ・秩序ある共生のための総合的対応策」に基づき、土地所有等情報を集約し

たデータベースとして不動産ベース・レジストリを整備し、行政機関等19及び国民が適切に

アクセスできる仕組みの構築も検討していく必要がある。 

 

② 課題に対する対応策の検討 

ベース・レジストリの整備及び改善に関する基本的な方針を踏まえ、実際のユースケー

スやニーズを明らかにしつつ、取組の実現可能性を精査した上で整備を進めるため、利用

目的・用途別に取組を具体化して推進するとともに、横断的な課題についての整理・検討

を行う。 

 

②-1 不動産登記関係データベース 

ア 利用目的・用途別の取組推進の検討 

(a) 添付書面の省略 【国民の利便性向上及び行政運営の効率化に関する取組】 

(i) 概要 

申請等20において登記事項証明書の添付を求めている場合に、申請者が当該証明書を

添付する代わりに、行政機関等が当該証明書に係る登記情報を閲覧又は入手できる場合

には、当該証明書を添付することを要しないとするもの21。 

不動産に係る登記事項証明書の添付が必要な手続については、利用する行政機関等に

おける全ての手続において、登記事項証明書の添付省略を実現することを目指す。 

 
 
19「ここでいう「「行政機関等」とは「「デジタル行政推進法」第３条第２号イ、ロ、ハのうち、法令等に基づき国籍を取り扱う機関を指

す。 
20「「デジタル行政推進法」第３条第８号に規定する「申請等」をいう。 
21「「デジタル行政推進法」第 11 条。 
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(ii) 政策効果 

５年で累計 46.6 億円（参考「政策効果」参照）。 

(iii) データベースの利用者 

手続等に係る法令に「登記事項証明書」の添付が明記されている手続等を実施する行

政機関等22。 

(iv) スケジュール 

＜整備＞ 

令和 10 年度の中頃のサービス提供を目指し、データベースの整備を検討。 

 

(b) データベースを利用した登記情報の確認 【行政運営の効率化に関する取組】 

(i) 概要 

登記情報に係る公的基礎情報データベースを参照又は利用することで、登記情報を確

認するもの。これにより、行政機関が、法務局に公用請求として、登記事項証明書を取

得すること等を不要とすることを目指す。 

(ii) 政策効果 

５年で累計 362.1 億円（参考「政策効果」参照）。 

(iii) データベースの利用者 

公用請求の対象となる行政機関等23。 

(iv) スケジュール 

＜整備＞ 

地図情報（各種図面情報含む。）については、令和 9年度末のサービス提供を目指し、

データベースの整備を検討。 

登記情報については、令和 10 年度の中頃のサービス提供を目指し、データベースの

整備を検討。 

 

(c) 登記データセットの利用 【行政運営の効率化に関する取組】 

(i) 概要 

行政機関が、添付書面の省略、データベースを利用した登記情報の確認のための利用

以外に、所管省庁における業務に利用するため、登記情報システムから個別に抽出した

登記情報に係る特定の異動情報等（登記データセット）の提供を受けて、これを利用す

ることを指す。不動産登記については、不動産取引価格の調査や土地の利用状況の調査

等の業務で利用されている。 

現在は、行政機関ごとに、異なる方法で登記情報の提供を受けているところ、データ

提供機能やデータクレンジング機能を不動産ベース・レジストリに一元化することによ

り、政府システムの効率化を図る。 

(ii) データベースの利用者 

行政機関。 

(iii) スケジュール 

＜整備＞ 

令和 10 年度の中頃のサービス提供を目指し、データベースの整備を検討。 

 
 
22「ここでいう「行政機関等」とは「デジタル行政推進法」第３条第２号イ、ロ、ハ、ニ、ホ、ヘ、ト、チ及び裁判所を指す。 
23「「公用請求の対象となる行政機関等」とは「登記手数料令」第 18 条に基づき公用請求の対象となる機関及び裁判所を指す。 
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(iv) 業務の例 

林地台帳の更新に係る事務 

土地建物基本調査及び土地保有・動態調査 

土地等利用状況システム実証 

課税に係る事務 

 

イ 横断的な課題の検討 

(a) 文字の標準化の検討 【国民の利便性向上及び行政運営の効率化に関する取組】 

現在の登記データの連携元システム（法務省システム）と連携先システム（各行政機

関等のシステム）は、システムの文字規格が異なるため、データを連携した際、画像フ

ァイルや「＿」（アンダーバー）等に置き換えられる文字（外字）が存在するほか、連携

先システムで登記データを変換・突合することができないケースがある。そのため、デ

ータを受け取った行政機関等において、目視確認が必要となり、負担となっている。 

政府では、地方公共団体情報システムの統一・標準化を契機として、「氏名等」24に係

る文字の標準化を進めており、令和６年３月に「行政事務標準文字」を作成し、地方公

共団体に提供している。 

これらの動きも踏まえ、社会全体の効率化の観点から、文字の規格を統一すべく、登

記に用いられている文字についても、「行政事務標準文字」として整理していく必要があ

る。 

そのため、「登記統一文字」のうち、「行政事務標準文字」に含まれていない文字につ

いては、必要な調査を行った上で、「行政事務標準文字」への追加を検討していく必要が

ある。令和８年度以降、不動産登記において使用している文字について調査を行い、そ

の結果等を踏まえ、「行政事務標準文字」への追加について必要な対応を行う。 

 

(b) 個人情報の適正な取扱いに係る検討  【国民の利便性向上及び行政運営の効率化に関

する取組】 

個人情報の適正な取扱いの観点から、法務省において②-2土地所有等情報関係データ

ベースを含めて個人情報ファイルの利用目的の変更等を行った上で、デジタル庁におい

て不動産ベース・レジストリとしての利用目的の特定を行う等の必要な対応を行う。 

 

②-2 土地所有等情報関係データベース 

ア 利用目的・用途別の取組推進の検討 

(a) 土地所有等情報の確認 【行政運営の効率化に関する取組】 

(i) 概要 

土地等の所有者に係る国籍情報を確認するもの。不動産ベース・レジストリを土地の

所有等に関する情報を一元的に管理する統合データベースとして機能させることによ

り、行政運営の効率化を図る。 

(ii) データベースの利用者 

個別の法令に基づき申請者等に国籍情報の提出を求める等、法令等に基づき国籍を取

り扱う行政機関等25。 

 
 
24「氏名／旧氏／通称、世帯主の氏名、本籍、筆頭者及び住所／方書（左記の情報を基に記録される他の項目も含む） 
25「「法令等に基づき国籍を取り扱う行政機関等」とは「「デジタル行政推進法」第３条第２号イ、ロ、ハのうち、法令等に基づき国籍

を取り扱う機関を指す。 
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(iii) スケジュール 

＜整備＞ 

令和 11 年度以降のサービス提供を目指し、データベースの整備を検討。 

 

(b) 国民への情報公開【国民の利便性向上に関する取組】 

(i) 概要 

土地等の所有者に係る国籍情報について、国民が適切にアクセスできる統計化の仕組

みの構築を検討する。 

(ii) 統計情報の利用者 

全ての国民。 

(iii) スケジュール 

＜整備＞ 

令和 11 年度以降のサービス提供を目指し、統計情報の整備を検討。 

 

③ 関係行政機関の役割 

ア 法務省（情報源の制度所管） 

不動産登記制度を所管する行政機関として、登記事務の適正な処理を引き続き推進す

るとともに、デジタル庁が管理するシステムからのリクエストに応じ、随時、不動産登

記情報、地図情報、各種図面情報及び不動産登記に係る国籍情報を提供する。デジタル

庁が集約するデータを利用する行政機関からのデータ等に関する改善要望について、登

記制度との整合性や費用負担にも留意しつつ、デジタル庁とともに検討する。くわえ

て、登記情報システムの次期更改に向けては、ベース・レジストリ・システムを前提

に、効率的なデータ連携ができるよう、仕様等をデジタル庁とともに、検討する。 

 

イ デジタル庁（データサービス提供者） 

法務省から提供を受けた不動産登記情報を基に、デジタル庁が管理するシステムにお

いて、住所等のデータの標準化に係る加工を行った上で、ベース・レジストリとして整

備し、行政機関等の求めに応じてデータ提供することを検討する。法務省と協力し、サ

ービス稼働状況等について、利用する行政機関に対しワンストップで情報提供を行うと

ともに、検索画面や API の仕様等、システムの利便性に関し、継続的に改善を行うこと

を検討する。また、データベースを利用する行政機関からのデータ等に関する改善要望

を集約し、法務省とともに対応を検討する。 

これらの取組により、様々な行政機関等が不動産ベース・レジストリを利用した添付

書面の省略を促進し、所要の政策効果の達成を目指す。 

 

ウ データベースを利用する行政機関等 

行政手続に係る国民の利便性向上や行政運営の効率化を図るため、「デジタル行政推進

法」第 20条第３項の趣旨を踏まえ、不動産ベース・レジストリを積極的に利用すること

を検討するよう努める。 

 

④ 実施時期 

不動産登記関係データベース及び土地所有等情報関係データベースに関して行う各施策

の実施時期は、次のとおり。 
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（３）アドレス・ベース・レジストリ（住所・所在地関係データベース） 

① 現状の課題 

現在、日本においては、住所・所在地に関する制度が、「「住居表示法」26と「不動産登記

法」27という異なる制度に分かれており、かつ、それらを行政が一元的に管理していないと

いう構造的な課題が存在する。全国の 1,741 自治体（市区町村）のうち、565 自治体（令

和７年 11月１日現在）が住居表示を採用しており、住居表示に係る一連の事務を各自治体

がそれぞれ実施し、住居表示台帳を管理している。 

このため、民間事業者を中心として様々な主体が、それぞれ個別に住所・所在地情報の

整備を行っており、以下のような問題が生じている。 

 

・ 社会全体でのコストの重複 

同一の住所・所在地情報について、複数の主体が類似の整備・更新を行っており、

重複的なコストが発生している。 

・ 情報収集／提供に係る負担 

それぞれの主体が個別各々に、行政機関に対して情報収集を行っているがゆえ、収

集する側だけでなく、提供する側の行政機関についても、負担を感じているとの意見

がある。 

・ データ互換性の欠如 

住居表示と地番の連携が困難であるほか、それぞれの主体が個別に整備する結果と

して、表記揺れが生じやすく、システム間でのデータ連携や統合が困難になっている。 

 

② 課題に対する対応策 

現状、住所・所在地情報のうち、「町字」に関するデータについては、総務省等の関係省

庁と連携し、自治体から情報を収集して ID を付したデータベースについて整備を行い、デ

ータを最新に保つために自治体から更新情報を随時収集している。それ以外のデータにつ

いては、今後整備方針を具体化していく。 

 

ア 町字のデータ整備 

官民の様々な主体が利用可能なマスターデータとして整備するほか、行政機関におい

ては、以下の利用目的・用途を推進する。 

 

(a) 申請項目の入力の省略 【国民の利便性向上及び行政運営の効率化に関する取組】 

(i) 概要 

電子申請を行う際、郵便番号を入力することで、行政機関の申請システム上にあらか

じめ町字を自動表示するもの（プレプリント）。これにより、申請者の入力負担の軽減

や、行政職員が入力内容と登記情報を突合する作業の削減を図る。また、申請時に正確

なデータが入力されることにより、様々な行政機関が保有するデータの品質も確保され

る。 

(ii) 政策効果 

５年で累計 39.0 億円（参考「政策効果」参照）。 

 
 
26「「住居表示に関する法律」（昭和 37 年法律第 119 号）。 
27「平成 16 年法律第 123 号。 
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(iii) データベースの利用者 

行政機関等。 

(iv) スケジュール 

＜整備＞ 

令和７年度にデジタル庁において、郵便番号と町字データのひも付けを行った。 

令和７年度以降、デジタル庁は総務省等の関係省庁と連携し、データを最新に保つた

めに自治体から更新情報を随時収集する。 

＜利用促進＞ 

・ 令和 12 年までに 500 手続で住所・所在地関係データベースを参照する。 

・ 地方公共団体情報システムの統一・標準化のデータ要件・連携要件において、住

所・所在地情報に町字 ID を用いることが定められており、ID を含む町字のデータ

を最新に保つことによりシステム間のデータ連携の効率化を図る。住所・所在地表

記の揺らぎを吸収し、町字 ID を付与する住所正規化ツールをオープンソース・ソ

フトウェアとして提供することにより、官民の住所・所在地情報を含むデータ連携

の効率化を目指す。具体的には、令和７年度以降、デジタル庁は総務省等の関係省

庁と連携し、データを最新に保つために自治体から更新情報を随時収集する。また、

デジタル庁において住所正規化ツールを提供する。 

 

イ 町字より下位のデータ整備 

町字より下位の情報としては、地番、街区符号28及び住居番号が存在するところ、地

番は「不動産登記法」に基づき各登記所において、街区符号及び住居番号は「住居表示

法」に基づき各自治体（市区町村）において付番されている。 

町字より下位のデータ整備については、①の課題があることから、デジタル行財政改

革会議において、自治体が住居表示業務を実施することができる「住所・所在地情報管

理システム」が共通化候補（令和７年度選定分）として選定されたことを受け、デジタ

ル庁及び総務省において共通化の方法について検討し、令和８年６月には国・地方デジ

タル共通基盤推進連絡協議会において推進方針が決定された。 

これを踏まえ、令和８年度及び令和９年度においては、まずは、国による共通システ

ムの整備や運用が、予算、システム、業務上の観点から実現可能かどうか検証を行うた

め、公募において選定された先行自治体（別紙２）において、住居表示台帳の情報をデ

ータ化し、パイロットシステムを通じた業務検証を実施する。業務検証を踏まえ、令和

９年６月に今後の整備スケジュールを策定する。 

 

以下のとおり、文字情報と地図情報に分けて、対応を検討する。 

 

(a) 町字より下位のデータ整備（文字情報）の検討【国民の利便性向上及び行政運営の効

率化に関する取組】 

システム間のデータ連携や統合を円滑にするため、町字より下位の地番、街区符号及

び住居番号について、ID体系や表記揺れの是正を含めた整備の在り方に関する方策を検

討する。 

 

 
 
28「道路方式を採用している場合にあっては、「道路の名称及び住居番号」。以下同じ。 
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(b) 町字より下位のデータ整備（地図情報）の検討【国民の利便性向上及び行政運営の効

率化に関する取組】 

現状、「「住居表示法」や「「不動産登記法」に基づいて整備・提供されるデータは、法令

に基づき、一定の正確性を担保し、第三者に提供することとされている。しかしながら

これらのデータについては、その制度的・歴史的背景から、実際は必ずしも正確な位置

情報を含んでいるとは限らないという課題が存在する。 

一方で、これらのデータとは異なるものの、実務上有用な位置情報関連データとして、

地番現況図や地図情報サービスが存在する。これらは、必ずしも明示的な個別の法的根

拠をもって提供されているデータではないが、近年では、一部の自治体において、オー

プンデータとしての公開が進められている。 

こうした実情やデータを利用する事業者等やデータを提供する自治体のニーズも踏ま

え、地図を介した住居表示情報と不動産登記情報のひも付けを含めた必要な対応を検討

する。 

特に住居表示業務については、既にシステム化して業務実施している自治体も一部存

在しているが、単に「システムを共通化すること」それ自体を目指すのではなく、住所・

所在地情報に関する必要なデータが、他の行政機関や民間事業者が利用可能な状態を目

指すこととする。そのため、一部の自治体が利用している既存システムの標準化や利用

促進、それらのシステムとの連携を含め、検討する。また、不動産登記情報とのひも付

けに関しては、不動産ベース・レジストリにおける地図情報の整備状況を踏まえ、地図

上に重ね合わせて表示する対応を検討する。 

 

③ 実施時期 

住所・所在地関係データベースに関して行う各施策の実施時期は、次のとおり。 

 

 
 

（４）その他整備を行うデータベース 

以下のデータベースについて、引き続き、関係省庁において整備及び提供を行う。 
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制度所管機関 情報源 データ 

提供機関 

データ 

提供範囲 

データ項目 

次のいずれかに掲げ

る機関 

一 国土地理院 

二 地方公共団体 

三 その他の行政機関

等 

次のいずれかに掲げるも

の 

一 都市計画図 

二 空中写真・レーザ

測量成果 

三 公共施設管理者等

から提供される情報 

国土地理院 無制限 一 基盤地図情報 

二 電子国土基本図

（地図情報） 

三 電子国土基本図

（オルソ画像) 

日本郵便株式会社 郵便番号簿 日本郵便株

式会社 

無制限 郵便番号 

デジタル庁 文字情報基盤の文字セ

ットに基幹業務システ

ムのその他の文字セッ

トの文字のうち標準準

拠システムの運用上必

要な文字としてデジタ

ル庁が指定した文字を

加えた文字セット（以下

「行政事務標準文字」と

いう。） 

デジタル庁 地方公共団

体 

行政事務標準文字（た

だし、文字情報基盤の

文字セットに同定でき

る文字を除く。） 
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４．国の公的基礎情報データベースを構成するデータに係るデータの品質の確保に関する事項 

（１）データの品質確保の必要性 

様々なデータ連携が行われるデジタル社会においては、一つの行政機関等におけるデータの

品質が、他の行政機関等にも影響するため、政府全体でより一層データの品質確保に努めること

が必要である。国の公的基礎情報データベースは様々な手続においてシステムで参照されるデ

ータベースであることから、データを正確かつ最新の内容に保つことに加え、データの標準化に

係る基準にのっとることや可用性（常時利用できること）等も確保する必要がある。そのため、

データ連携を前提としたデータの標準化に係る共通基準を策定した上で、データ取得の上流工

程（情報源）にある行政機関等において、データの標準化に係る共通基準にのっとり、データの

品質を確保することが重要である。 

 

（２）データの品質確保における課題と対応方針 

データの品質確保に関し、想定される課題と対応方針は次のとおりである。 

 

① データの形式等に関する課題と対応方針 

ア 文字規格が異なる場合 

個別のデータを管理する行政機関ごとに、使用する文字規格が異なる場合があるた

め、各行政機関で利用する文字規格を整理するための方策を検討する。 

 

イ 表記揺れが存在する場合 

各行政機関等によって、管理する住所・所在地に係る情報の表記揺れが存在する場合

がある。この場合、正確かつ最新の情報を住所・所在地関係データベースにおいて整備

し、申請等においては、手入力ではなく、当該データベースのデータを参照して申請情

報を登録することを徹底する。 

 

② データ内容の正確性等に関する課題と対応方針 

ア データに一部欠落が存在する場合 

住所・所在地や法人名称等について、各行政機関等が保有するデータに一部欠落が存

在する場合がある。申請等における誤記を防止するため、手入力ではなく、整備された

国の公的基礎情報データベースを参照して登録することを徹底する。 

 

（３）関係行政機関の役割 

① データの管理権限を持つ制度所管省庁等 

データベースを構成する個別のデータの品質確保については、データの上流工程におい

て対応することが合理的である。したがって、対象データの管理権限を持つ制度所管省庁

等が情報を取得・登録する時点で、データの品質を確保する。 

 

② デジタル庁 

ア 分野をまたいだデータベース間の相互運用性を確保するためのデータの標準化に係る

共通基準の策定については、制度所管省庁等間の総合調整が求められることから、デー

タの標準化に係る知見を有し、総合調整を行うデジタル庁が担う。 
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イ システム相互の連携のためのシステム基盤については、外部連携機能（API）や情報シ

ステムに係る専門性を有し、特定個人情報に係る情報提供ネットワークや国の行政機関

が共用するシステムを管理するデジタル庁が、共通基盤として整備・管理する。 

 

５．国の公的基礎情報データベースの整備及び改善に当たり、国の公的基礎情報データベース

を構成するデータの加工、記録、保存及び提供に関して独立行政法人国立印刷局が果たすべ

き役割並びに当該データについてのデータの標準化に係る基準に関して独立行政法人情報処

理推進機構が果たすべき役割に関する事項 

（１）独立行政法人国立印刷局が果たすべき役割 

独立行政法人国立印刷局は、官報事業等を通じ、多様な機関から提供された各種データを、定

められた形式に正確かつ迅速に編集をするノウハウを有している。さらに、外字等文字規格の取

扱いの実務に係る専門性を持ち、緊急時も含め 24 時間 365 日データ提供が可能な体制等を有し

ている。こうしたノウハウ等をいかして、国の公的基礎情報データベースの整備等を効果的に行

うため、独立行政法人国立印刷局は、国の行政機関等から委託を受け、データベースの運用（デ

ータの加工、記録、保存及び提供29「（そのために不可欠なシステムの運用保守を含む。）をいう。）

に関する事務を担う。令和７年度以降、アドレス・ベース・レジストリ及び法人ベース・レジス

トリの運用に関する事務を担う。また、令和９年度以降、不動産ベース・レジストリの運用に関

する事務を担う。 

また、国の行政機関等から協力の求めを受け、必要に応じて技術的助言や情報の提供等必要な

協力を行う30。 

 

（２）独立行政法人情報処理推進機構が果たすべき役割 

独立行政法人情報処理推進機構は、デジタル庁と連携し、データ標準化の参照モデルである政

府相互運用性フレームワーク（GIF）の利活用や普及に向けた取組を行っている。その実績やノ

ウハウをいかし、国の行政機関等からの協力の求めを受け、必要に応じてデータの相互運用性や

データ品質の向上のため、データの標準化に係る基準に関する技術的助言や情報の提供等を行

う31。 

 

６．その他国の公的基礎情報データベースの整備及び改善に関する事項 

既に整備された公的基礎情報データベースの一覧は以下のものとする。 

 

 
 
29「「独立行政法人国立印刷局法」（平成 14 年法律第 41 号）第 11 条第１項第５号。 
30「「デジタル行政推進法」第 20 条第２項、「独立行政法人国立印刷局法」第 11 条第１項第６号。 
31「「デジタル行政推進法」第 20 条第２項、「情報処理の促進に関する法律」（昭和 45 年法律第 90 号）第 51 条第１項第 16 号。 

制度所管機関 情報源 データ 

提供機関 

データ 

提供範囲 

データ項目 

法務省 商業・法人登記簿 国税庁 無制限 一 法人番号 

二 商号又は名称 

三 本店又は主たる事務所の所在地 
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金融庁 次のいずれかに掲げる

もの 

一 有価証券報告書 

二 半期報告書 

三 四半期報告書 

金融庁 無制限 一 貸借対照表 

二 損益計算書 

三 キャッシュ・フロー計算書 

デジタル庁 

及び法務省 

官報 デジタル庁 無制限 法令 

※ 法規的告示についても、デジタ

ル庁、法務省等が連携して、公開

するデータ形式等について整理

し、体制等を整備した上で、令和

８年度から段階的に提供を開始す

る。 

一般社団法人

文字情報技術

促進協議会 

人名等を正確に表記

する必要のある行政

業務で用いられる文

字として一般社団法

人文字情報技術促進

協議会が文字情報基

盤に定める文字セット 

一般社団法

人文字情報

技術促進協

議会 

無制限 人名等を正確に表記する必要のある

行政業務で用いられる文字として一

般社団法人文字情報技術促進協議会

が文字情報基盤に定める文字セット 
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政策効果について 
 

１．政策効果算出の考え方 

ベース・レジストリに関する政策効果は、データの利用形態（ユースケース）によって異なる

ことから、政策効果算出に当たっては、利用形態ごとに、①手続に係る国民の利便性向上、②行

政運営の効率化に分けて算出32。 

 

２．政策効果の目標 

（１）商業・法人登記関係データベース 

【政策効果の目標（2030 年度までの累計）】 

① 手続に係る国民の利便性向上   388.0 億円 

② 行政運営の効率化        59.8 億円 

  （単位：億円） 

年度 2026 2027 2028 2029 2030 合計 

国民/行政の別 国民 行政 国民 行政 国民 行政 国民 行政 国民 行政  

添付書面の省略 5.8 ― 11.7 ― 17.5 ― 23.4 ― 29.2 ― 87.6 

添付書面の省略（API） ― ― ― 0.1 ― 0.3 ― 0.4 ― 0.5 1.3 

申請項目の入力の省略 ― ― 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.3 0.3 0.5 1.8 

変更届出の省略 ― ― 30.0 1.1 59.9 2.3 89.9 3.4 119.9 4.5 310.9 

データベースを利用し

た登記情報の確認 ― 3.1 ― 6.2 ― 9.2 ― 12.3 ― 15.4 46.2 

合計 5.8 3.1 41.7 7.5 77.6 12.0 113.5 16.4 149.4 20.8 447.8 

※端数処理の関係で各年度の政策効果の合計と合計欄が一致しない場合がある。 

※令和６年度政策評価・行政事業レビュー有識者会議（公開プロセス）を踏まえ、2024 年度行

政事業レビューシートにおいて公開。 

 
 
32「政策効果の額は、「2024 年９月 25 日デジタル関係制度改革検討会（第７回）」資料「資料 1 ベース・レジストリの利用促進に向け

た課題」22 頁・23 頁及び「2026 年３月 31 日ベース・レジストリ推進有識者会合（第５回）」資料「「【資料１】外国人の受入れ・

秩序ある共生のための総合的対応策も踏まえた不動産ベース・レジストリの今後の方針について（事務局説明資料）」７頁。 
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（２）不動産登記関係データベース 

【政策効果の目標（2032 年度までの累計）】 

① 手続に係る国民の利便性向上   25.8 億円 

② 行政運営の効率化        323.5 億円 

 （単位：億円） 

年度 2028 2029 2030 2031 2032 合計 

国民/行政の別 国民 行政 国民 行政 国民 行政 国民 行政 国民 行政  

添付書面の省略 1.7 ― 3.4 ― 5.2 ― 6.9 ― 8.6 ― 25.8 

添付書面の省略（API） ― ― ― 2.1 ― 4.2 ― 6.2 ― 8.3 20.8 

データベースを利用し

た登記情報の確認 ― 20.2 ― 40.4 ― 60.5 ― 80.7 ― 100.9 302.7 

データベースを利用し

た登記情報の確認（地図

情報及び各種図面情報） ― 4.0 ― 7.9 ― 11.9 ― 15.8 ― 19.8 59.4 

合計 1.7 24.2 3.4 50.4 5.2 76.6 6.9 102.7 8.6 129.0 408.7 

※端数処理の関係で各年度の政策効果の合計と合計欄が一致しない場合がある。 

※令和６年度政策評価・行政事業レビュー有識者会議（公開プロセス）を踏まえ、2024 年度行

政事業レビューシートにおいて公開。 

 

（３）住所・所在地関係データベース 

【政策効果の目標（2030 年度までの累計）】 

① 手続に係る国民の利便性向上   21.0 億円 

② 行政運営の効率化        18.0 億円 

 （単位：億円） 

年度 2026 2027 2028 2029 2030 合計 

国民/行政の別 国民 行政 国民 行政 国民 行政 国民 行政 国民 行政  

申請項目の入力の省略 1.4 1.2 2.8 2.4 4.2 3.6 5.6 4.8 7.0 6.0 39.0 

合計 1.4 1.2 2.8 2.4 4.2 3.6 5.6 4.8 7.0 6.0 39.0 

※端数処理の関係で各年度の政策効果の合計と合計欄が一致しない場合がある。 

※令和６年度政策評価・行政事業レビュー有識者会議（公開プロセス）を踏まえ、2024 年度行

政事業レビューシートにおいて公開。 
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別紙１ 各システムの切替予定時期 

(a)「添付書面の省略 

整理

番号 

システム名 所管省庁 切替予定時期 

1 金融庁電子申請届出システム 金融庁 令和 10 年度 

2 電子調達システム（調達ポータル） デジタル庁 令和 11 年度 

3 法人設立ワンストップサービス デジタル庁 令和 11 年度 

4 総務省電気通信行政情報システム（STARS） 総務省 令和「９年度 

5 法務省供託事務処理システム 法務省 令和 11 年度 

6 労働保険適用徴収システム 厚生労働省 令和「８年度 

7 建設業許可・経営事項審査電子申請システム 国土交通省 令和「９年度 

8 自動車登録検査業務電子情報処理システム（MOTAS） 国土交通省 令和 11 年度 

 

(b)「申請項目の入力の省略 

整理

番号 

システム名 所管省庁 切替予定時期 

1 公益認定等総合情報システム（PICTIS） 内閣府 令和「８年度 

 

(d)「データベースを利用した登記情報の確認 

整理

番号 

システム名 所管省庁 切替予定時期 

1 法人共通認証基盤（Gビズ ID） デジタル庁 令和「８年度 

 

(e)「登記データセットの利用 

整理

番号 

システム名 所管省庁 切替予定時期 

1 事業所母集団データベース 総務省 令和「８年度 

2 通関情報総合判定システム 財務省 令和 11 年度 

3 法人番号システム 国税庁 令和 10 年度 

4 労働保険適用徴収システム 厚生労働省 令和「８年度 

5 厚生年金保険適用業務支援システム 厚生労働省 令和 10 年度 
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別紙２ 住所・所在地情報管理システムの共通化実証事業における選定団
体（令和８年３月 30 日時点） 

＜電子化及び業務実証事業＞ 

No. 都道府県名 参加自治体名 検証内容 

1 北海道 札幌市 電子化、業務検証 

2 北海道 北見市 電子化、業務検証 

3 岩手県 遠野市 電子化、業務検証 

4 宮城県 名取市 電子化、業務検証 

5 宮城県 多賀城市 電子化、業務検証 

6 茨城県 土浦市 電子化、業務検証 

7 栃木県 那須烏山市 電子化、業務検証 

8 埼玉県 春日部市 電子化、業務検証 

9 神奈川県 海老名市 電子化、業務検証 

10 富山県 富山市 電子化、業務検証 

11 富山県 射水市 電子化、業務検証 

12 福井県 敦賀市 電子化、業務検証 

13 長野県 須坂市 電子化、業務検証 

14 静岡県 浜松市 電子化、業務検証 

15 大阪府 貝塚市 電子化、業務検証 

16 兵庫県 姫路市 電子化、業務検証 

17 兵庫県 伊丹市 電子化、業務検証 

18 兵庫県 加古川市 電子化、業務検証 

19 奈良県 斑鳩町 電子化、業務検証 

20 広島県 三原市 電子化、業務検証 

21 広島県 尾道市 電子化、業務検証 

22 広島県 庄原市 電子化、業務検証 

23 福岡県 古賀市 電子化、業務検証 

24 長崎県 長崎市 電子化、業務検証 

25 熊本県 山鹿市 電子化、業務検証 
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＜業務実証のみ＞ 

No. 都道府県名 参加自治体名 検証内容 

1 三重県 鈴鹿市 業務検証 

2 奈良県 三郷町 業務検証 

3 福岡県 筑紫野市 業務検証 

4 大分県 中津市 業務検証 

5 鹿児島県 鹿児島市 業務検証 

6 沖縄県 宜野湾市 業務検証 

7 沖縄県 北谷町 業務検証 

 


